
４ 救急・救助業務

(1) 救急体制
平成２２年４月１日現在において、県内全市町村が救急業務を実施している。
実施の形態は、１４市１町が単独実施、１市１村が業務委託、７市１８町１村が一部事務組合（７

組合）で実施している。
なお、県下の救急自動車は１４０台、救急隊員は１，８４４名（女性１７名）で、このうち救急

業務専門の専任隊員は１１０名（女性４名）、兼任隊員は１，７３４名（女性１３名）である。
また、高度救急救命体制の基礎となる救急救命士運用数は４３８名（女性１０名）、高規格救急

自動車は１１７台といずれも前年より増加し、順調に救急の高度化が推進されている。

(2) 救急需要の実態
平成２１年中の県下の救急出場件数は、資料４－３表に示すように７１，７４８件で前年に比べ

５３２件（０．７％）増加した。これを事故種別にみると急病が５９０件（１．６％）、一般負傷
が３２３件（３．３％）と増加し、交通事故が２２０件（８．３％）減少している。また、搬送人
員は６８，５５０人と前年に比べ１３１人増加した。

(3) 講習会実施状況
平成５年３月に「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」が制定されて以来、地域住

民に対する応急手当の普及講習は、毎年前年を上回って実施され、受講者も年々増加し、応急手当
に関する正しい知識と技術の普及が推進されている。

(4) 救助体制
平成２２年４月１日現在において、県内全市町村が救助業務を実施している。
実施形態は、１４市１町が単独実施、１市１村が業務委託、７市１８町１村が一部事務組合（７

組合）で実施している。
県下の救助工作車は３３台で、救助隊員は専任・兼任あわせて５０２名で実施している。

(5) 救助活動状況
平成２１年中の県下の救助出動件数は、１，１５３件（うち活動件数は６３８件）であり、救助

人員は６６７名である。
これを事故種別でみると、交通事故による救助出動が６２７件と最も多く、全出動件数の５４．

４％を占めている。
また、救助人員も交通事故が３５８名と最も多く、全救助人員の５３．７％を占めている。

(6) 緊急消防援助隊
平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災では、地元消防本部、消防団はもちろんのこと、消防

庁からの出動要請を受けて、全国４１都道府県から延べ３万２千４百人の消防隊員が消防広域応援
活動を行った。

その教訓を生かし、全国の消防機関が速やかに効果的な災害初動段階における人命救助活動を
行うため「緊急消防援助隊」を発足した。

ア 目 的
平成７年度に大規模災害時における人命救助活動等をより効果的に行うため、全国の消防機関

による「緊急消防援助隊」が発足し、岐阜県では、岐阜市消防本部を代表消防本部として県下
２２消防本部で編成され、災害初動体制を確立し、各種大規模災害に対応することを目的とする。



イ 編 成
指揮支援部隊（名古屋市）、岐阜県代表消防本部（県隊長）、救助部隊、救急部隊、消火部隊、

特殊部隊、後方支援部隊、航空部隊から構成している。

ウ 岐阜県緊急消防援助隊の編成

岐阜県緊急消防援助隊の編成状況 平成２２年４月１日現在

県 隊
指揮隊

救助部隊 救急部隊 消火部隊 特殊部隊 後方支援
部 隊

航空部隊

合 計 ２ ８ ２４ ３２ ５ ６ ２

岐阜市 １ ２ ５ ６ ３（毒劇物2・梯子隊1） １

多治見市 １ １ １

中津川市 １ １ １ １

瑞浪市 １ １

羽島市 １ １

恵那市 １ １

土岐市 １ １

各務原市 ２ １ １

山県市 １

飛騨市 １ １

郡上市 １ １

下呂市 １ １

高山市 １ ２ １

海津市 １ １

養老町 １

不破消防組合 １ １

本巣消防事務組合 １ １ １

揖斐郡消防組合 １ １

可茂消防事務組合 ３ ３ １（梯子隊）

大垣消防組合 １ １ １ ２ １（梯子隊） １

中濃消防組合 １ １ ２

羽島郡広域連合 １

岐阜県 ２



エ 訓 練

訓練実施場所等

① 緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練
日 時 平成２１年１１月６日（金）８：００～７日（土）１１：５０ 
訓練実施場所 富山県射水市『県民公園太閤山ランド隣接駐車場（JET 駐車場跡地）』

② 岐阜県緊急消防援助隊訓練

日 時 平成２１年１０月１８日（日）９：００～１６：００ 
訓練実施場所 下呂市萩原町羽根地内 「あさぎりスポーツ公園」


